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政府の輸出促進政策
〇政府の輸出促進政策の方針は、総理大臣を本部長とする「農林水産業・地域の活力創造本部」が決定する「農林

水産業・地域の活力創造プラン」において決定。
〇2019年４月、「農林水産物・食品の輸出拡大のための輸入国規制への対応等に関する関係閣僚会議」を設置
し、2019年６月、農林水産物・食品の更なる輸出拡大に向けた課題と対応の方向を取りまとめ。

○2019年11月、輸出先国による食品安全規制等に対応するため、輸出先国との協議等について、政府一体となって取
り組むための体制整備等を内容とする、「農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律」が成立（令和２年４
月１日施行）。

○食料・農業・農村基本計画（令和２年３月31日閣議決定）において、2030年までに農林水産物・食品の 輸出
額を５兆円とする目標を設定。

○2020年４月、輸出促進法に基づき、政府全体の司令塔組織となる「農林水産物・食品輸出本部」を設置し、「農
林水産物及び食品の輸出に関する基本方針・実行計画」を策定。

○経済財政運営と改革の基本方針2020・成長戦略フォローアップ（令和２年７月17日閣議決定）において、中間目
標として、2025年までに農林水産物・食品の輸出額を２兆円とする目標を設定。

〇2020年12月、総理大臣を本部長とする「農林水産業・地域の活力創造本部」において「農林水産物・食品の輸出
拡大実行戦略」を決定。

〇2021年12月、総理大臣を本部長とする「農林水産業・地域の活力創造本部」において「農林水産物・食品の輸出
拡大実行戦略」を改訂し、輸出促進法等の改正など施策の方向を決定。

〇2022年５月、「農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律等の一部を改正する法律」が成立（令和４年
10月１日施行）。改正法の成立を受け、 2022年６月、「農林水産業・地域の活力創造本部」において「農林水産
物・食品の輸出拡大実行戦略」を改訂。

○2022年12月、「食料安定供給・農林水産業基盤強化本部」において「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」を
改訂。 ５



農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律等の一部を改正する法律
（令和４年法律第49号）の概要 （令和４年５月25日公布）

１ 品目団体の法制化
・ オールジャパンで輸出先国・地域のニーズ調査やブランディング等に取り組み、市場の開拓等を行う法
人を、申請に基づき認定する仕組みを創設

２ 輸出事業計画の支援策の拡充
・ 輸出事業計画の記載事項として、輸出事業に必要な施設の整備に関する事項を追加
・ 輸出事業計画の認定を受けた者に対する日本政策金融公庫の業務の特例として、輸出事業に必
要な資金の貸付けを措置（資金使途の追加、償還期限の延長）
※ 輸出事業計画に基づき行う施設等の整備に対する税制上（所得税・法人税）の特例を新設

３ 民間検査機関による輸出証明書の発行
・ 国の登録を受けた民間検査機関が輸出証明書の発行を行える仕組みを創設

・ JAS法を改正し、JAS規格の対象に有機酒類を追加
・ その他輸出促進に必要な事項を措置

４ 有機JAS制度の改善（JAS法改正）

５ 施行日
・ 令和４年10月１日

６
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輸出ニーズマッチングの必要性（１）
１．東北経済連合会（以下、「東経連」という。）は、九州経済連合会が設立した
地域商社・九州農水産物直販（以下、「九直」という。）と連携し、宮城県産サツマイ
モの香港輸出をはじめとする産地間連携輸出に取り組んでいる。

２．令和２(2020)年に、九直の輸出品目の中で大きなウエイトを占めていたサツマイ
モの基腐病が主要産地である宮崎県と鹿児島県で多発し、サツマイモの確保が重要な
課題となり、東経連と連携した本格的な取組をスタート。

３．東経連としては、未開拓であった宮城県産サツマイモの販路が見つかったことに加
え、香港側で好まれるのが小さいサイズであることから、通常、規格外となるサイズが有
利な価格で取引されるメリット。九直でも、開拓した海外販路を維持でき、また、東北と
九州では出荷時期が異なるため、年間を通した安定的な量を確保出来る等、双方で
メリットのある取組と認識。

４．九直の主な輸出先として、DaｉｒｙFａｒｍグループという、アジアに1万店舗以
上のスーパーマーケット等を有する流通グループで、商流は、しっかりと確保。更に、これら
取引は、国内買取りであり、商談が成立すれば、農水産業者・食品事業者は輸出に
伴う煩雑な手続きや価格リスク等を負うことなく、国内販売と同じ感覚で、輸出に取り組
むことが可能。
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５．こうした東北と九州の産地間連携輸出は、令和元(2019)年７月の山形県産メ
ロンの輸出から始まり、令和３(2021)年の宮城県産サツマイモの取組により本格的な
連携輸出が実現し、宮城県産のキャベツや青森県産のもも等、輸出品目が拡大。

６．九直からは、DaｉｒｙFａｒｍグループ等からのニーズの規模が大きいこと、また、
気候や収穫時期の違い等を活かし、東北と九州による、リレー出荷としたい等の情報が
ある。こうした状況に対応すべく、東経連では、令和4(2022)年4月から「食・観光グ
ループ」を設置。体制を強化し、更なる輸出拡大に取り組んでいるところ。

７．こうしたことから、東北農政局としては、東経連等から提供されるオーダー(バイヤー
等からのニーズ)について共通フォーマットを用いて、速やかに県を通じて、ニーズに対応す
る意欲があり質量面等で安定的な産地からの情報等を得て、九直等とのスムーズな商
談機会創出を支援する。

８．このスキームは、まずは商流のある、東経連・九直とのやりとりとするが、東経連・九
直以外の輸出ルートでも活用する方向。

輸出ニーズマッチングの必要性（２）








